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〇〇県地域のエネルギー活用基本条例案
（目的）
第一条　この条例は、本県における再生可
能エネルギーの導入促進及び省エネル
ギーの推進（以下「地域のエネルギー活
用」という。）について、基本原則を定め、
並びに県、市町村、事業者、県民及び民
間の団体の責務を明らかにするとともに、
地域のエネルギー活用に関する施策の基
本となる事項を定めることにより、地域
のエネルギー活用に関する施策を総合的
かつ計画的に推進し、もって地域社会の
持続可能な発展及び県民の健康で文化的
な生活の確保に寄与することを目的とす
る。
（定義）
第二条　この条例において、「再生可能エ
ネルギー」とは、次に掲げるエネルギー
源から得られるエネルギー（燃料、これ
を熱源とする熱及び電気をいう。以下同
じ。）をいう。
　一　太陽光
　二　風力
　三　水力
　四　地熱
五　バイオマス（動植物に由来する有機
物であってエネルギー源として利用す
ることができるもの（原油、石油ガス、
可燃性天然ガス及び石炭並びにこれら
から製造される製品を除く。）をいう。）
六　前各号に掲げるもののほか、原油、
石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭並
びにこれらから製造される製品以外の
エネルギー源のうち、エネルギー源と
して永続的に利用することができると
認められるもの。
２　この条例において、「省エネルギー」
とは、エネルギー使用の節約及び効率化
を図ること並びに廃熱を回収利用するこ
とをいう。
（地域のエネルギー活用の基本原則）
第三条　地域のエネルギー活用は、地域に
存在するエネルギー源が地域の自然的社
会的条件によって異なることにかんがみ、
地域の自然的社会的条件に応じた形で進
められなければならない。
２　地域のエネルギー活用は、地域に存在
するエネルギー源が地域固有の資源であ
ることにかんがみ、地域に根ざした主体
によって地域の発展に資するように進め
【資料】
「地域のエネルギー活用」に関連する条例案
――法案作成講座第 8期：2012年 11月
　今年度は、地方自治体において再生可能エネルギーの導入と省エネルギーの推進を進める
ための条例案を 3バージョン作成した。基本条例案と、コミュニティパワー事業の認定と支援、
都市計画、土地利用計画、建築物への措置を加えた条例案、再生可能エネルギー税条例案の
三つである。再生可能エネルギー税については、地域主導で行われる事業は非課税とするも
のである。 （倉阪　秀史）
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られなければならない。
３　地域のエネルギー活用は、そのための
設備の設置等に伴って環境への影響が生
じるおそれがあることにかんがみ、環境
への影響が可能な限り小さくなるように
進められなければならない。
４　地域のエネルギー活用は、地域に存在
するエネルギー源が自律分散的に得られ
るものであることにかんがみ、非常時に
おける地域住民の安全や安心の確保に寄
与するように進められなければならない。
５　地域のエネルギー活用は、県、市町村、
事業者、民間団体及び県民が、それぞれ
地域の自然的社会的な背景を理解すると
ともに、地域のコミュニティの形成に寄
与するように進められなければならない。
（県の責務）
第四条　県は、前条に定める地域のエネル
ギー活用についての基本原則（以下「基
本原則」という。）にのっとり、地域の
エネルギー活に関する基本的かつ総合的
な施策を策定し、及び実施する責務を有
する。
２　県は、市町村が実施する地域のエネル
ギー活用に関する施策について、助言そ
の他の必要な支援を行うよう努めるもの
とする。
３　県は、自ら率先して地域のエネルギー
活用に努めるものとする。
（市町村の責務）
第五条　市町村は、基本原則にのっとり、
地域のエネルギー活用に関し、その市町
村の区域の自然的社会的条件に応じた施
策を策定し、及び実施するよう努めるも
のとする。
２　市町村は、自ら率先して地域のエネル
ギー活用に努めるものとする。
（事業者の責務）
第六条　事業者は、基本原則にのっとり、
他の事業者その他の関係者と連携を図り
つつ地域のエネルギー活用に努めるもの
とする。
（電気事業者の責務）
第七条　電気事業法（昭和 39年法律第
170号）第２条第１項第２号の一般電気
事業者、同項第６号の特定電気事業者及
び同項第８号の特定規模電気事業者は、
基本原則にのっとり、地域のエネルギー
活用のための取組に協力するよう努める
ものとする。
（県民及び民間の団体の責務）
第八条　県民及び民間の団体は、基本原則
にのっとり、地域のエネルギー活用のた
めの取組を自ら行うとともに、他の者の
行う地域のエネルギー活用のための取組
に協力するよう努めるものとする。
（国等との連携等）
第九条　県は、地域のエネルギー活用に関
する施策の策定及び実施に当たっては、
国、地方公共団体及び大学その他の研究
機関と緊密な連携を図るとともに、市町
村、事業者、県民及び民間の団体の相互
の協力の促進に努めるものとする。
（基本計画の策定）
第十条　知事は、基本原則にのっとり、地
域のエネルギー活用に関する施策の総合
的かつ計画的な推進を図るため、地域の
エネルギー活用に関する基本的な計画
（以下「基本計画」という。）を定めなけ
ればならない。
２　基本計画は、地域のエネルギー活用に
ついて、本県の地域特性に即した総合的
かつ長期的な目標及び施策に関する基本
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的事項を定めるものとする。
３　知事は、基本計画を策定するに当たっ
ては、あらかじめ、県民の意見を反映す
ることができるよう必要な措置を講じな
ければならない。
４　知事は、基本計画を策定したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならな
い。
５　前二項の規定は、基本計画の変更につ
いて準用する。
（学習の推進及び普及啓発）
第十一条　県は、地域のエネルギー活用の
必要性について、県民及び事業者の理解
を深めるため、地域のエネルギー活用に
関する学習の推進及び普及啓発について
必要な措置を講ずるものとする。
（県民、事業者、民間の団体の自発的な活
動の促進）
第十二条　県は、県民、事業者又は民間の
団体が行う地域のエネルギー活用に関す
る自発的な活動を促進するため、必要な
支援を行うものとする。
（技術の向上と関連産業の振興）
第十三条　県は、地域のエネルギー活用に
寄与する事業活動に対して、必要な支援
を行い、技術の向上を図るとともに、関
連する産業の振興に努めるものとする。
（調査の実施及び情報の提供）
第十四条　県は、第十二条に規定する自発
的な活動への支援及び前条に規定する産
業の振興に資するため、地域のエネル
ギー活用の状況に関する調査を実施する
とともに、必要な情報を適切に提供する
よう努めるものとする。
（表彰等）
第十五条　県は、地域のエネルギー活用を
図るため、これらに関して特に功績があ
ると認められる者に対し、表彰等必要な
措置を講ずるものとする。
（県民意見の反映）
第十六条　県は、地域のエネルギー活用に
関する施策の実施に当たっては、あらか
じめ、広く県民の意見を聴くなど、県民
意見の反映に努めなければならない。
（国際協力の推進）
第十七条　県は、地域のエネルギー活用に
関する国際協力を推進するため、情報収
集、技術提供等必要な措置を講ずるよう
努めるものとする。
（財政上の措置）
第十八条　県は、地域のエネルギー活用に
関する施策を着実に実施するため、必要
な財政上の措置を講ずるよう努めるもの
とする。
（委任）
第十九条　この条例に定めるもののほか、
この条例の施行に関し必要な事項は、規
則で定める。
〇〇県地域のエネルギー活用条例案
（目的）
第一条　この条例は、本県における再生可
能エネルギーの導入促進及び省エネル
ギーの推進（以下「地域のエネルギー活
用」という。）について、基本原則を定め、
並びに県、市町村、事業者、県民及び民
間の団体の責務を明らかにするとともに、
地域のエネルギー活用に関する施策の基
本となる事項等を定めることにより、地
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域のエネルギー活用に関する施策を総合
的かつ計画的に推進し、もって地域社会
の持続可能な発展及び県民の健康で文化
的な生活の確保に寄与することを目的と
する。
（定義）
第二条　この条例において、「再生可能エ
ネルギー」とは、次に掲げるエネルギー
源から得られるエネルギー（燃料、これ
を熱源とする熱及び電気をいう。以下同
じ。）をいう。
一　太陽光
二　風力
三　水力
四　地熱
五　バイオマス（動植物に由来する有機
物であってエネルギー源として利用す
ることができるもの（原油、石油ガス、
可燃性天然ガス及び石炭並びにこれら
から製造される製品を除く。）をいう。）
六　前各号に掲げるもののほか、原油、
石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭並
びにこれらから製造される製品以外の
エネルギー源のうち、エネルギー源と
して永続的に利用することができると
認められるもの。
２　この条例において、「省エネルギー」
とは、エネルギー使用の節約及び効率化
を図ること並びに廃熱を回収利用するこ
とをいう。
３　この条例において、「再生可能エネル
ギー供給設備等」とは、再生可能エネル
ギーを供給する設備及び省エネルギーを
促進するための設備をいう。
（地域のエネルギー活用の基本原則）
第三条　地域のエネルギー活用は、地域に
存在するエネルギー源が地域の自然的社
会的条件によって異なることにかんがみ、
地域の自然的社会的条件に応じた形で進
められなければならない。
２　地域のエネルギー活用は、地域に存在
するエネルギー源が地域固有の資源であ
ることにかんがみ、地域に根ざした主体
によって地域の発展に資するように進め
られなければならない。
３　地域のエネルギー活用は、そのための
設備の設置等に伴って環境への影響が生
じるおそれがあることにかんがみ、環境
への影響が可能な限り回避され、最小化
されるように進められなければならない。
４　地域のエネルギー活用は、地域に存在
するエネルギー源が自律分散的に得られ
るものであることにかんがみ、非常時に
おける地域住民の安全や安心の確保に寄
与するように進められなければならない。
５　地域のエネルギー活用は、県、市町村、
事業者、民間団体及び県民が、それぞれ
地域の自然的社会的な背景を理解すると
ともに、地域のコミュニティの形成に寄
与するように進められなければならない。
（県の責務）
第四条　県は、前条に定める地域のエネル
ギー活用についての基本原則（以下「基
本原則」という。）にのっとり、地域の
エネルギー活用に関する基本的かつ総合
的な施策を策定し、及び実施する責務を
有する。
２　県は、市町村が実施する地域のエネル
ギー活用に関する施策について、助言そ
の他の必要な支援を行うよう努めるもの
とする。
３　県は、自ら率先して地域のエネルギー
活用に努めるものとする。
（市町村の責務）
第五条　市町村は、基本原則にのっとり、
地域のエネルギー活用に関し、その市町
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村の区域の自然的社会的条件に応じた施
策を策定し、及び実施するよう努めるも
のとする。
２　市町村は、自ら率先して地域のエネル
ギー活用に努めるものとする。
（都市計画を定める者の責務）
第六条　都市計画を定める者は、都市計画
法（昭和四十三年六月十五日法律第百号）
第十一条第一項第三号の供給施設に熱供
給施設を含めるよう努めるものとする。
（事業者の責務）
第七条　事業者は、基本原則にのっとり、
他の事業者その他の関係者と連携を図り
つつ地域のエネルギー活用に努めるもの
とする。
（電気事業者の責務）
第八条　電気事業法（昭和三十九年法律第
百七十号）第二条第一項第二号の一般電
気事業者、同項第六号の特定電気事業者
及び同項第八号の特定規模電気事業者は、
基本原則にのっとり、地域のエネルギー
活用のための取組に協力するよう努める
ものとする。
（県民及び民間の団体の責務）
第九条　県民及び民間の団体は、基本原則
にのっとり、地域のエネルギー活用のた
めの取組を自ら行うとともに、他の者の
行う地域のエネルギー活用のための取組
に協力するよう努めるものとする。
（国等との連携等）
第十条　県は、地域のエネルギー活用に関
する施策の策定及び実施に当たっては、
国、地方公共団体及び大学その他の研究
機関と緊密な連携を図るとともに、市町
村、事業者、県民及び民間の団体の相互
の協力の促進に努めるものとする。
（基本計画の策定）
第十一条　知事は、基本原則にのっとり、
地域のエネルギー活用に関する施策の総
合的かつ計画的な推進を図るため、地域
のエネルギー活用に関する基本的な計画
（以下「基本計画」という。）を定めなけ
ればならない。
２　基本計画には、次に掲げる事項につい
て定めるものとする。
一　地域のエネルギー活用について、本
県の地域特性に即した総合的かつ長期
的な目標及び施策に関する基本的事項
二　次条第一項に基づく認定に関する基
本的な方針
三　建築物に係る地域のエネルギー活用
に関する基本的な方針
四　その他地域のエネルギー活用の推進
に関する重要な事項
３　知事は、基本計画を策定するに当たっ
ては、あらかじめ、県民の意見を反映す
ることができるよう必要な措置を講じな
ければならない。
４　知事は、基本計画を策定したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならな
い。
５　前二項の規定は、基本計画の変更につ
いて準用する。
（土地利用計画におけるゾーニング）
第十二条　知事は、土地基本法（平成元年
十二月二十二日法律第八十四号）第十一
条第一項に定める土地利用計画を策定す
るに当たっては、地域のエネルギー活用
を地域の自然的社会的条件に応じた形で
進めるため、次に掲げる事項について定
めるものとする。
一　地域の自然的社会的条件からみて、
再生可能エネルギー供給設備等の設置
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を特に促進する必要があると認められ
る土地の区域
二　地域の自然的社会的条件からみて、
再生可能エネルギー供給設備等の設置
が進められると地域の環境の保全上の
支障が発生するおそれがあると認めら
れる土地の区域
（コミュニティパワー事業の認定）
第十三条　県民、事業者又は民間の団体は、
単独で又は共同して実施する地域のエネ
ルギー活用に係る事業の内容等が、地域
に根ざした主体によって地域の発展に資
するように進められる事業の要件として
次の各号に掲げるもののうち二以上の要
件に適合している旨の知事の認定を受け
ることができる。
一　当該事業の実施に関する計画の作成
及びその実施に関する決定が、当該事
業が実施される地域の住民、地縁団体、
事業者、市町村又はこれらの者からな
る協議会（以下「地域関係者」という。）
によって行われると認められるもの
二　当該事業の実施に要する資金の大部
分が地域関係者によって提供されてい
ると認められるもの
三　当該事業の実施が、当該事業が実施
される地域の社会的経済的な事情を十
分に改善すると認められるもの
２　知事は、前条第二項第二号の方針にも
とづき、前項各号にかかる認定に関する
基準を定めて、公表しなければならない。
３　第一項の認定の申請をしようとする者
は、規則で定めるところにより、次に掲
げる事項を記載した申請書を知事に提出
しなければならない。
一　氏名又は名称及び住所並びに法人そ
の他の団体にあっては代表者の氏名
二　地域のエネルギー活用に係る事業の
内容
三　当該事業の実施に関する計画の作成
及びその実施に関する決定の方法
四　当該事業の実施に要する資金の計画
五　当該事業が実施される地域の社会的
経済的な事情の改善にかかる見込み
六　当該事業による環境への影響の調査
及び予測
七　その他規則で定める事項
４　知事は、認定の申請に係る事業に伴う
環境への影響が十分に回避され、最小化
されていないと認められる場合には、第
一項の認定をしてはならない。
５　次の各号のいずれかに該当する者は、
認定の申請をすることができない。
一　第十六条第一項の規定により認定を
取り消され、その取消しの日から二年
を経過しない者
二　法人その他の団体であって、その役
員（法人でない団体にあっては、その
代表者）のうちに前号に該当する者が
あるもの
６　知事は、認定をした場合においては、
遅滞なく、その旨を申請者に通知しなけ
ればならない。
７　知事は、認定の申請に係る事業の内容
等が第一項各号に掲げる要件のうち二以
上の要件に適合しないと認める場合又は
第四項に該当すると認められる場合にお
いては、遅滞なく、その理由を示して、
その旨を申請者に通知しなければならな
い。
８　認定を受けた事業（以下「コミュニティ
パワー事業」という。）を実施する者は、
第三項各号に掲げる事項を変更したとき
又はその事業を行わなくなったときは、
遅滞なく、その旨を知事に届け出なけれ
ばならない。
（コミュニティパワー事業への支援）
第十四条　県は、コミュニティパワー事業
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の促進を図るため、地域関係者に対し、
必要な情報の提供及び技術的助言を行う
ものとする。
２　県は、コミュニティパワー事業の円滑
な実施のため、財政上、金融上及び税制
上の措置その他の措置を講ずるものとす
る。
（報告及び資料の提出）
第十五条　知事は、コミュニティパワー事
業を実施する者に対し、当該認定に係る
事業の適正な実施を確保するために必要
な限度において報告若しくは資料の提出
を求めることができる。
（認定の取消し）
第十六条　知事は、次の各号のいずれかに
該当する場合には、認定を取り消すこと
ができる。
一　コミュニティパワー事業の内容等が、
第十三条第一項各号に掲げる要件のう
ち二以上の要件に適合しなくなったと
き。
二　コミュニティパワー事業の内容等が、
第十三条第四項に該当すると認められ
るとき。
三　コミュニティパワー事業を実施する
者が、前条の規定による報告又は資料
の提出を求められて、報告若しくは資
料の提出をせず、又は虚偽の報告若し
くは資料の提出をしたとき。
四　コミュニティパワー事業を実施する
者が、偽りその他不正の手段により認
定を受けたとき。
２　知事は、前項の規定に基づき認定を取
り消したときは、遅滞なく、その理由を
示して、その旨を当該認定の取消しを受
けた者に通知しなければならない。
（建築物の建築をしようとする者等の努
力）
第十七条　次に掲げる者は、第十一条第二
項第三号に定める方針の定めるところに
留意して、建築物への再生可能エネル
ギー供給設備等の導入促進を適確に実施
することにより、建築物に係る地域のエ
ネルギー活用に資するよう努めなければ
ならない。
一　建築物の新築、改築又は増築をしよ
うとする者
二　建築物の所有者（所有者と管理者が
異なる場合にあっては、管理者。以下
同じ。）
三　建築物への再生可能エネルギー供給
設備等の設置又は建築物に設けた再生
可能エネルギー供給設備等の改修をし
ようとする者
（建築主等及び特定建築物の所有者の判断
の基準となるべき事項）
第十八条　知事は、建築物に係る地域のエ
ネルギー活用の適切かつ有効な実施を図
るため、前条に規定する措置に関し建築
主等（同条第一号及び第三号に掲げる者
をいう。以下同じ。）及び建築物に係る
地域のエネルギー活用を図る必要がある
規模の建築物として規則で定める規模以
上のもの（以下「特定建築物」という。）
の所有者の判断の基準となるべき事項を
定め、これを公表するものとする。
２　前項に規定する判断の基準となるべき
事項は、地域のエネルギー活用に関する
技術水準その他の事情を勘案して定める
ものとし、これらの事情の変動に応じて
必要な改定をするものとする。
（建築物に係る指導及び助言等）
第十九条　知事は、建築物について第十七
条に規定する措置の適確な実施を確保す
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るため必要があると認めるときは、建築
主等又は特定建築物の所有者に対し、前
条第一項に規定する判断の基準となるべ
き事項を勘案して、建築物の設計、施工
及び維持保全に係る事項について必要な
指導及び助言をすることができる。
（特定建築物に係る届出、指示等）
第二十条　次の各号のいずれかに掲げる行
為をしようとする者（以下「特定建築主
等」という。）は、規則で定めるところ
により、当該各号に係る建築物の設計及
び施工に係る事項のうちそれぞれ当該各
号に定める措置に関するものを知事に届
け出なければならない。これを変更しよ
うとするときも、同様とする。
一　特定建築物の新築若しくは規則で定
める規模以上の改築又は建築物の規則
で定める規模以上の増築　当該建築物
への再生可能エネルギー供給設備の導
入促進のための措置
二　特定建築物への再生可能エネルギー
供給設備等の設置又は特定建築物に設
けた再生可能エネルギー供給設備等に
ついての規則で定める改修　当該再生
可能エネルギー供給設備等に係る地域
のエネルギー活用のための措置
２　知事は、前項の規定による届出があつ
た場合において、当該届出に係る事項が
第十八条第一項に規定する判断の基準と
なるべき事項に照らして著しく不十分で
あると認めるときは、当該届出をした者
に対し、その判断の根拠を示して、当該
届出に係る事項を変更すべき旨を指示す
ることができる。
３　知事は、前項に規定する指示を受けた
者がその指示に従わなかつたときは、そ
の旨を公表することができる。
４　知事は、第二項に規定する指示を受け
た者が、正当な理由がなくてその指示に
係る措置をとらなかったときは、建築物
に関し学識経験を有する者の意見を聴い
て、当該指示を受けた者に対し、その指
示に係る措置をとるべきことを命ずるこ
とができる。
５　第一項の規定による届出をした者（届
出をした者と当該届出に係る建築物の管
理者が異なる場合にあっては管理者とし、
当該建築物が譲り渡された場合にあって
は譲り受けた者（譲り受けた者と当該建
築物の管理者が異なる場合にあっては管
理者）とする。）は、規則で定めるとこ
ろにより、定期に、その届出に係る事項
に関する当該建築物の維持保全の状況に
ついて、知事に報告しなければならない。
６　知事は、前項の規定による報告があつ
た場合において、当該報告に係る事項が
第十八条第一項に規定する判断の基準と
なるべき事項に照らして著しく不十分で
あると認めるときは、当該報告をした者
に対し、その判断の根拠を示して、地域
のエネルギー活用に資する維持保全をす
べき旨の勧告をすることができる。
７　前各項の規定は、法令若しくは条例の
定める現状変更の規制及び保存のための
措置その他の措置がとられていることに
より第十七条に規定する措置をとること
が困難なものとして規則で定める建築物
又は仮設の建築物であって規則で定める
ものには、適用しない。
（建築物の設計等に係る指導及び助言）
第二十一条　知事は、第十八条第一項に規
定する判断の基準となるべき事項に適合
する建築物が建築されることを確保する
ため特に必要があると認めるときは、建
築物の設計又は施工を行う者に対し、当
該判断の基準となるべき事項を勘案して、
建築物に係る地域のエネルギー活用のた
めに建築物に必要とされる性能の向上及
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び当該性能の表示に関し必要な指導及び
助言をすることができる。
（報告及び立入検査）
第二十二条　知事は、この条例の規定の施
行に必要な限度において、規則で定める
ところにより、特定建築主等主又は第
二十条第五項の規定による報告をすべき
者に対し、特定建築物の設計及び施工若
しくは維持保全に係る事項に関し報告さ
せ、又はその職員に、特定建築物若しく
は特定建築物の工事現場に立ち入り、特
定建築物、建築設備、書類その他の物件
を検査させることができる。
２　前項の規定により立入検査をする職員
は、その身分を示す証明書を携帯し、関
係人に提示しなければならない。
３　第一項の規定による立入検査の権限は、
犯罪捜査のために認められたものと解釈
してはならない。
（権限の委任）
第二十三条　第十九条、第二十条第一項、
同条第二項、同条第三項、同条第四項、
同条第五項、同条第六項及び第二十二条
第一項に規定する知事の権限は、建築主
事を置く市町村（建築基準法（昭和
二十五年法律第二百一号）第九十七条の
二第一項又は第九十七条の三第一項の規
定により建築主事を置く市町村を除く。）
の長に委任する。
（学習の推進及び普及啓発）
第二十四条　県は、地域のエネルギー活用
の必要性について、県民及び事業者の理
解を深めるため、地域のエネルギー活用
に関する学習の推進及び普及啓発につい
て必要な措置を講ずるものとする。
（県民、事業者、民間の団体の自発的な活
動の促進）
第二十五条　県は、県民、事業者又は民間
の団体が行う地域のエネルギー活用に関
する自発的な活動を促進するため、必要
な支援を行うものとする。
（技術の向上と関連産業の振興）
第二十六条　県は、地域のエネルギー活用
に寄与する事業活動に対して、必要な支
援を行い、技術の向上を図るとともに、
関連する産業の振興に努めるものとする。
（調査の実施及び情報の提供）
第二十七条　県は、第二十五条に規定する
自発的な活動への支援及び前条に規定す
る産業の振興に資するため、地域のエネ
ルギー活用の状況に関する調査を実施す
るとともに、必要な情報を適切に提供す
るよう努めるものとする。
（表彰等）
第二十八条　県は、地域のエネルギー活用
を図るため、これらに関して特に功績が
あると認められる者に対し、表彰等必要
な措置を講ずるものとする。
（県民意見の反映）
第二十九条　県は、地域のエネルギー活用
に関する施策の実施に当たっては、あら
かじめ、広く県民の意見を聴くなど、県
民意見の反映に努めなければならない。
（国際協力の推進）
第三十条　県は、地域のエネルギー活用に
関する国際協力を推進するため、情報収
集、技術提供等必要な措置を講ずるよう
努めるものとする。
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（財政上の措置）
第三十一条　県は、地域のエネルギー活用
に関する施策を着実に実施するため、第
十四条第二項に定めるもののほか、必要
な財政上の措置を講ずるよう努めるもの
とする。
（罰則）
第三十二条　第二十条第四項の規定による
命令に違反した者は、五十万円以下の罰
金に処する。
第三十三条　次の各号のいずれかに該当す
る者は、十万円以下の過料に処する。
一　第十三条第八項の規定による届出を
せず、又は虚偽の届出をした者
二　偽りその他不正の手段により第十三
条第一項の認定を受けた者
三　第十五条の規定による報告若しくは
資料の提出をせず、又は虚偽の報告若
しくは資料の提出をした者
四　第二十条第一項の規定による届出を
せず、又は虚偽の届出をした者
五　第二十条第五項若しくは第二十三条
第一項の規定による報告をせず、若し
くは虚偽の報告をし、又は同条第一項
の規定による検査を拒み、妨げ、若し
くは忌避した者
（委任）
第三十四条　この条例に定めるもののほか、
この条例の施行に関し必要な事項は、規
則で定める。
〇〇県再生可能エネルギー税条例
（趣旨）
第一条　この条例は、再生可能エネルギー
税について、課税の対象、納税義務者、
課税標準その他の必要な事項を定めるも
のとする。
（課税の根拠）
第二条　県は、地方税法（昭和二十五年法
律第二百二十六号。以下「法」という。）
第四条第三項の規定に基づき、再生可能
エネルギー税を課する。
（定義）
第三条　この条例において「対象再生可能
エネルギー設備」とは〇〇県地域のエネ
ルギー活用条例（〇〇年〇〇県条例第
〇〇号）第二条第一項に規定する再生可
能エネルギーを用いた発電設備であって、
設備容量が百キロワット以上のものをい
う。
（賦課徴収）
第四条　再生可能エネルギー税の賦課徴収
については、法令又はこの条例に定めが
あるものを除くほか、〇〇県税条例（〇〇
年〇〇県条例第〇〇号）の定めるところ
による。
（納税義務者）
第五条　再生可能エネルギー税は、対象再
生可能エネルギー設備による発電に対し、
当該対象再生可能エネルギー設備の設置
者に課する。
（課税免除）
第六条　〇〇県地域のエネルギー活用条例
第十一条による認定を受けた事業として
実施される対象再生可能エネルギー設備
による発電に対しては、再生可能エネル
ギー税を免除する。
（納税管理人）
第七条　再生可能エネルギー税の納税義務
者は、県内に住所、居所、事務所または
事業所（以下「住所等」という。）を有
しない場合においては、納税に関する一
CW3_AZ314D21.indd   Sec1:265 2013/03/21   11:42:10
プロセスシアンプロセスマゼンタプロセスイエロープロセスブラック
「地域のエネルギー活用」に関連する条例案
266
切の事項を処理させるため、県内に住所
等を有する者のうちから納税管理人を定
め、これを定める必要が生じた日から十
日以内に知事に申告し、または県外に住
所等を有する者のうち当該事項の処理に
つき便宜を有するものを納税管理人とし
て定めることについてこれを定める必要
が生じた日から十日以内に知事に申請し
てその承認を受けなければならない。納
税管理人を変更し、または変更しようと
する場合においても、同様とする。
２　前項の規定により申告し、または承認
を受けた事項に異動を生じた場合には、
当該異動を生じた日から十日以内に知事
にその旨を届け出なければならない。
３　第一項の規定にかかわらず、当該納税
義務者は、当該納税義務者に係る再生可
能エネルギー税の徴収の確保に支障がな
いことについて知事に申請してその認定
を受けたときは、納税管理人を定めるこ
とを要しない。
（納税管理人に係る不申告に関する過料）
第八条　前条第三項の認定を受けていない
再生可能エネルギー税の納税義務者で同
条第一項の承認を受けていないものが同
項の規定によって申告すべき納税管理人
について正当な事由がなくて申告をしな
かった場合においては、その者に対し、
三万円以下の過料を科する。
２　前項の過料を徴収する場合において発
する納入通知書に指定すべき納期限は、
その発付の日から十日以内とする。
（課税標準）
第九条　再生可能エネルギー税の課税標準
は、対象再生可能エネルギー設備によっ
て発電された電力量の販売価額とする。
（税率）
第十条　再生可能エネルギー税の税率は、
百分の〇〇とする。
（徴収の方法）
第十一条　再生可能エネルギー税の徴収に
ついては、申告納付の方法による。
（申告納付の手続）
第十二条　再生可能エネルギー税の納税義
務者は、当該年度における対象再生可能
エネルギー設備による電力販売量及び税
額その他必要な事項を記載した申告書を
翌年度の七月三十一日まで（年度の途中
において事務所または事業所を廃止した
場合にあっては、当該事務所または事業
所の廃止の日から四月以内）に知事に提
出するとともに、その申告書により納付
すべき税額を納付しなければならない。
（期限後申告等）
第十三条　前条の規定により申告書を提出
すべき者は、当該申告書の提出期限後に
おいても、法第七百三十三条の十六第四
項の規定による決定の通知を受けるまで
は、前条の規定により申告書を提出する
とともに、その申告書により納付すべき
税額を納付することができる。
２　前条または前項もしくはこの項の規定
により申告書を提出した者は、当該申告
書を提出した後においてその申告に係る
課税標準量または税額を修正しなければ
ならない場合においては、規則で定める
ところにより、遅滞なく、修正申告書を
提出するとともに、その修正により増加
した税額があるときは、これを納付しな
ければならない。
（不足税額等の納付）
第十四条　再生可能エネルギー税の納税義
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務者は、再生可能エネルギー税に係る法
第七百三十三条の十六第四項の規定によ
る更正もしくは決定の通知、法第
七百三十三条の十八第五項の規定による
過少申告加算金額もしくは不申告加算金
額の決定の通知または法第七百三十三条
の十九第四項の規定による重加算金額の
決定の通知を受けた場合においては、当
該不足税額または過少申告加算金額、不
申告加算金額もしくは重加算金額を、納
付書によって納付しなければならない。
（再生可能エネルギー税の使途）
第十五条　知事は、県に納付された再生可
能エネルギー税額から再生可能エネル
ギー税の賦課徴収に要する費用を控除し
て得た額を、〇〇県地域のエネルギー活
用条例第一条の地域のエネルギー活用に
係る施策に要する費用に充てなければな
らない。
（補則）
第十六条　この条例の施行に関し必要な事
項は、規則で定める。
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